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　　事　務　執　行　概　要
平成28年の大阪経済は、消費が底堅く推移した。輸出額は、円高により減少が続いていたが、円安に転じた年末には増加基調となった。低下傾向にあった生産は、10～12月期に大幅な回復に転じた。完全失業率は低い水準で推移し、就業者数が増加するなど、雇用は堅調に推移した。新設住宅着工戸数が前年に比べて増加するとともに、有効求人倍率が上昇し、企業倒産件数が減少するなど、回復基調が続いた。また、輸出額は前年に比べ減少したが、輸入額の方が大幅に減少したため、貿易収支は改善した。
商工労働部では、こうした経済・雇用情勢を踏まえ、大阪経済の活性化、雇用機会の創出及び府民生活の向上に向け、「大阪府中小企業振興基本条例」に基づき、施策を総合的に推進した。
具体的には、成長産業振興、中小企業支援、雇用促進の有機的連携はもとより、金融機関をはじめとする民間との連携のもと、「大阪経済の起爆剤となる成長エンジンづくり」、「中小企業等へのトータルサポート」、「若者や女性などが活躍する産業人材づくり」、「障がい者雇用の促進」に取り組んだ。
○　「大阪経済の起爆剤となる成長エンジンづくり」については、「新エネルギー産業の成長促進」、「ライフサイエンス産業の成長促進」、「国内外の企業立地促進」、「海外ビジネス展開の支援」等に取り組んだ。
・「新エネルギー産業の成長促進」については、国際カンファレンスやH2Osakaビジョン推進会議の開催により、ネットワーク構築や実証支援を通じたビジネス創出を着実に進めるなど、新ビジネス創出の環境整備を図った。また、技術マッチングなどを通じて、中小・ベンチャー企業等の参入を促進した。
・「ライフサイエンス産業の成長促進」については、PMDA関西支部の利用促進を図るとともに、関西支部で再生医療分野の審査が可能となるよう国への要望を行った。また、北大阪健康医療都市（健都）における医療クラスターの形成に関し、実務者協議会を通じた関係機関一体の取組みにより、健都イノベーションパーク初となる企業募集において、優先交渉権者が決定した。さらに、国立健康・栄養研究所に関して、平成31年度中を目標に健都へ全部移転を開始するとの成案を得た。
・「国内外の企業立地促進」については、平成28年4月に創設した「成長特区税制」の区域指定第1号として、北大阪健康医療都市（健都）を指定した。また、府税軽減の適用に必要な事業計画について1事業者を認定した。府内投資促進補助金については、投資に対する補助8件、法人事業税に対する補助4件、合計12件の交付決定を行い、大阪でがんばる中小企業の再投資を促進した。
・「海外ビジネス展開の支援」については、東南アジアや北米等過去に実施したトッププロモーションのフォローアップなどを行った結果、海外企業とのビジネス活動が広がりを見せ、企業の商談機会が増加した。また、公民連携推進としての金融機関との連携セミナーや、各商工会議所でのセミナーをこれまで以上に開催し、本府の海外展開支援サービスの周知に努めた結果、ビジネスサポートデスクの利用実績が大幅に増加した。
○　「中小企業等へのトータルサポート」については、「金融機関と連携した中小企業支援」、「創業支援、中小サービス事業者への支援」、「ものづくり中小企業への支援」等に取り組んだ。
・「金融機関と連携した中小企業支援」については、新たに2つの金融機関と連携協定を締結するとともに、金融機関が持つマンパワーや情報発信力などを活かし、中小企業支援施策を効果的に実施した。設備投資応援融資については、国の支援施策に連動した優遇措置を導入するとともに、府保証協会等と連携し、制度融資メニューの活用促進を行った。
・「創業支援、中小サービス事業者への支援」については、府内の創業支援ネットワーク機能の充実を進めたほか、市町村や創業支援機関と連携したビジネスプランコンテストの開催、上場をめざすベンチャー企業への支援等により、創業機運の醸成、創業の促進、成長の支援を着実に行い、「開業事業所数　1万か所」の目標を達成した。併せて、中小サービス事業者の新事業創出を促す取り組みを実施し、ビジネスの高付加価値化を進めた。商店街振興については、民間企業やNPO等と連携し、商店街活性化の先導的な事業を実施するとともに、成果発表会などを通じ、広く成果の波及に努めた。
・「ものづくり企業等への支援」については、MOBIO（ものづくりビジネスセンター大阪）において、様々な施策を通じてものづくり中小企業を持続的に支援するとともに、ものづくり中小企業にとって最適なビジネス環境を整備するため、産学公民金の支援機関とのネットワーク充実に努めた。
○　「若者や女性などが活躍する産業人材づくり」については、「OSAKAしごとフィールドによる支援」、「人材不足分野への人材確保に向けた取組み」や「職業訓練による産業人材の育成・再就職支援」等に取り組んだ。
　
・「OSAKAしごとフィールドによる支援」については、OSAKAしごとフィールドを軸として、若者や女性などの就業力の向上を支援するとともに、中小企業の人材採用から職場定着までの一貫した支援に取り組み、平成28年度は7,733人を就職させることができた。また、情報交換会や研修会を実施し、相互連携体制を強化するための合同相談会を開催するなど、各関係機関の相談支援機能を強化した。若者の安定就職や中小企業の人材確保支援については、中小企業におけるプロフェッショナル人材や若年人材の確保支援に取り組むとともに、移住促進フェアや先駆的な就業体験プログラムを実施し、大阪へのUIJターン就職につなげた。
・「人材不足分野への人材確保に向けた取組み」については、大阪産業を支える製造業等において喫緊の課題である人材不足に対して、業界団体、関係行政機関等で「大阪人材確保推進会議」を設置し、業界全体の働く環境整備に対する普及啓発、求職者の職種志向の転換を促す就職支援を行った。
・「職業訓練による産業人材の育成・再就職支援」については、府立高等職業技術専門校において、ものづくり分野を中心とする産業人材育成の拠点化を進めるとともに、民間教育訓練機関を活用した訓練により求職者の再就職を支援した。
○　「障がい者雇用の促進」としては、「事業主の雇用機会の創出・拡大」、「精神・発達障がい者職場定着支援」、「障がい者の就職支援」等に取り組んだ。
・「事業主の雇用機会の創出・拡大」については、ハートフル条例に基づき、府と取引のある法定雇用率未達成事業主に対して、達成に向けた働きかけや支援を行うとともに障がい者雇用促進センターのサポートにより、ハートフル税制の活用や、特例子会社の設立を促進した。
・「精神・発達障がい者職場定着支援」については、精神障がい者等の雇用や職場定着を促進するため、従業員が職場内のサポーターとなるよう養成するとともに、企業で働く精神障がい者等のセルフコントロールをサポートする雇用管理手法の普及に取り組んだ。
・「障がい者の就職支援」については、精神障がい者・発達障がい者を中心とする合同企業説明会や、障がい者向けの就職セミナー、模擬面接会等を開催するとともにOSAKAしごとフィールドや職業訓練等による就職支援を行った。
14

